様式第１号(第６条関係)　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
国東市長　様
申請者　所在地又は住所
名称又は氏名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
国東市中小企業・小規模事業者エネルギー料金高騰対策助成金交付申請書兼請求書
国東市中小企業・小規模事業者エネルギー料金高騰対策助成金交付要綱第６条の規定により、次のとおり助成金の交付を申請します。
１　交付申請(請求)額　　　　　　　　　　　　円　
２　市内の事業所等の名称及び業種
　(１)市内事業所名称　　　　　　　　　　　(２)業　　種　　　　　　　
３　振込先口座

	金融機関名
	
	支店等名
	

	口座種別
	□普通　□当座
	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義
	


４【添付書類】〈各項目に☑してください。〉　
□ 1エネルギー料金の領収書等(通帳の写し含む)
※ただし、領収書等で対象月が確認できない場合は、別途請求明細書等の添付が必要です。
□ 2自家用車兼業務利用車両分、業務利用車両分の車検証の写し(事業用燃料に車両利用分を含める場合)
□ 3事業活動を証明する書類(直近の確定申告書等の写し)
・個人事業者で青色申告した場合：令和7年分の確定申告書及び所得税青色申告書決算書(両面)の写し
・個人事業者で白色申告した場合：令和7年分の確定申告書及び収支内訳書(両面)の写し
・個人事業者で住民税申告した場合：令和8年度分の住民税申告書の写し及び収支内訳書(両面)の写し
・法人の場合：直近の法人税の確定申告書別表一の写し及び法人事業概況説明書(両面)の写し
決算書(「損益計算書」､「販売費･一般管理費内訳書」)
□ 4振込先口座が確認できる書類(金融機関、口座番号、口座名義等が分かる通帳等の写し)
□ 5その他市長が必要と認める書類
様式第２号(第６条関係)
国東市中小企業・小規模事業者エネルギー料金高騰対策助成金交付申請額明細書
申請者名　　　　　　　　　　　　　
	対象月
	電気料金(税込)
【使用料金】
※(B)は2/3を乗じた額を記入してください。(小数点以下は切捨て)
	ガス料金(税込)
【使用料金】
※(B)は2/3を乗じた額を記入してください。(小数点以下は切捨て)
	事業用燃料(税込)
【購入費用】
※(B)は2/3を乗じた額を記入してください。(小数点以下は切捨て)

	R7
7月

	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　　　　　　　　　　
　　　　　円
	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　　　　　　　　　　
　　　　　円
	(A) 業務利用車両記入欄　　
　　　　円
	(B) 自家用車兼業務利用車両記入欄　　　　　　　　　　　
　　　　　円

	8月
	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄
円
	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　
円
	(A) 業務利用車両記入欄　　　
　　　　円
	(B) 自家用車兼業務利用車両記入欄　
円

	9月
	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　
円
	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　
円
	(A) 業務利用車両記入欄　　
　　　　円
	(B) 自家用車兼業務利用車両記入欄　　
円

	10月

	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　
円
	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　
円
	(A) 業務利用車両記入欄　　
　　　　円
	(B) 自家用車兼業務利用車両記入欄　
円

	11月

	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　
円
	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　
円
	(A) 業務利用車両記入欄　　
　　　　円
	(B) 自家用車兼業務利用車両記入欄　
円

	12月
	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　
円
	(A)事業所使用
記入欄　　
　　　　円
	(B)住居兼事業所
使用記入欄　　
円
	(A) 業務利用車両記入欄　　
　　　　円
	(B) 自家用車兼業務利用車両記入欄　
円

	合　計
	【電気料金計】
円
	【ガス料金計】
円
	【事業用燃料費計】
円

	【エネルギー料金の合計】(ｃ)
	円

	助　成　額
	申　請　額

	※エネルギーの合計額(ｃ)が下記の区分により申請額が決定します。
□　合計額が19万8千円以上33万円未満　5万円(助成額)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□　合計額が３３万円以上６６万円未満　　　　10万円(助成額)
□　合計額が６６万円以上９９万円未満 　　　15万円(助成額)
□　合計額が９９万円以上　　　　　　　　　　　20万円(助成額)
	　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

　　　　円


※交付申請額が上限額に達する場合は、すべての対象月について記入する必要はないものとし、領収書等の写しについても、記入した対象月以外のものの添付は不要とする。
様式第３号(第６条関係)
誓約及び同意書
国東市中小企業・小規模事業者エネルギー料金高騰対策助成金(以下「助成金」という。)の申請に当たり、下記のとおり誓約・同意いたします。
１　市内の事業所で事業を営み、引き続き市内で事業を継続する意思があります。
２　助成金支給要件該当性等の審査に関し、私(法人にあっては、事業所及びその代表者)の必要な地方税関係情報その他関係情報を市が調査することに同意します。また、確認できない場合は関係書類を提出します。
３　助成金の申請に係る提出書類の記載内容は、全て事実です。
４　国・県等、同様類似の助成金・補助金を同時期に受給しません。
５　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2

条第6号に規定する暴力団員(以下この号において「暴力団員」という。)又は同条第2号に規定する暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する事業者に該当しません。
６  事業実施に当たって必要な許認可その他事業実施に当たって必要な関係法令
上の規定による要件を欠いていません。　

７　この申請書は、本市において支援金の交付を決定したときは、助成金の請求書として取り扱います。
８　助成金の交付後に助成金の交付決定が取り消されたときは、交付を受けた助成金の全部を返還します。
　　　　　年　　月　　日
国東市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　誓約・同意者　　所在地(住所)
　　　　　　　　　　　　　名称(氏名)　　
	ご連絡先電話番号

	固定電話
	

	
	携帯電話
	


　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　
※提出書類に不備等があった場合に　ご連絡いたしますので、日中つながる電話番号の記入をお願いいたします。








